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消防団を中核とした地域防災力の充実強化に向けた
取組事項について

4消防の動き ’２５年 ３月号

地域防災室

⑵ 小型・軽量化された車両・資機材の整備推進

「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対

策」（令和２年12月11日閣議決定）を踏まえ、令和６

年度補正予算（以下「補正予算」という。）では、救助

用資機材等を搭載した消防車両の無償貸付事業について、

機動性の高い小型車両の整備を支援する観点から、貸付

対象車両にオフロードバイクを新たに追加したこと。

また、消防団設備整備費補助金についても、比較的軽

量で容易に使用可能な電気で駆動する油圧切断機、

チェーンソー及びエンジンカッターをはじめ、空調服や

冷却服など身体を冷却する機能を有する「高視認性冷却

衣」を新たに補助対象に追加したこと。

⑶ 車両・資機材の適切な維持管理・更新

車両や可搬消防ポンプ等の資機材について、消防団員

の安全を確保し、迅速かつ効果的な活動を行うには日頃

からの適切な維持管理が重要であるため、即時使用でき

る状態であることを確認する定期的な点検整備を行うと

ともに、動作確認も行うよう日頃から徹底していただき

たいこと。

また、定期的な点検により車両・資機材の耐用年数や

性能等の状態を把握し、計画的な更新も行っていただき

たいこと。

⑷ ドローンの活用促進

迅速な情報収集に有効なドローンの活用促進に向け、

補正予算において、ドローンと一体的に整備する「タブ

レット端末」を補助対象に追加するとともに、消防団災

害対応高度化推進事業を拡充し、全ての都道府県で消防

団員に対するドローンの操縦講習を実施できるようにし

たこと。

また、災害時にはドローンの高度な操縦技能が必要な

場合があるため、高度な技能が保証された資格の取得を

推進する観点から、消防団員が一等及び二等無人航空機

操縦者技能証明を取得する場合に必要となる経費につい

て、令和７年度から新たに特別交付税措置を講ずること

とされていること。

消防団におけるドローンの活用は、若年層の消防団に

対する関心を醸成し、入団促進につながることから、団

員確保の観点からも、取組を進めていただきたいこと。

令和６年能登半島地震等においては、消防団は、自ら

も被災しながら、発災直後から避難の呼びかけや、消防

隊と連携した消火・救助、行方不明者の捜索などの活動

に懸命に取り組んでいただきました。こうした大規模災

害になればなるほど、地域に密着した消防団及び自主防

災組織等の力が重要になる中、依然として減少が続く消

防団員の確保や消防団の災害対応能力の強化、自主防災

組織等の活性化等により、地域防災力の充実強化により

一層取り組んでいくことが重要です。

こうした状況を踏まえ、消防庁では、「消防団を中核

とした地域防災力の充実強化に向けた取組事項につい

て」（令和７年１月31日付け消防庁長官通知）を各都

道府県知事及び各指定都市市長宛に発出しました。同通

知では、各都道府県及び市町村において、地域防災力の

充実強化に向けて重点的かつ強力に取り組んでいただき

たい事項をお示ししており、本項においてはその概要を

ご紹介します。

1 はじめに

能登半島地震においては、消防団拠点施設の倒壊等に

より消防団車両の出動や資機材等の搬出が行えなかった

事例や、道路損壊等により通常の消防車両の通行が困難

となり災害現場への迅速な進出が行えなかった事例等が

確認されました。

こうした事例を踏まえ、大規模災害等に備え、「令和

６年能登半島地震の教訓を踏まえた今後の消防防災分野

における推進事項について」（令和６年７月12日付消

防庁次長通知）のとおり、消防団拠点施設の耐震強化を

はじめ、小型・軽量化された車両や資機材の整備の推進

や、ドローン等のデジタル技術の活用促進など、消防団

の更なる体制強化を図ることが必要です。

⑴ 消防団拠点施設の耐震強化

消防団拠点施設の耐震診断に要する経費について特別

交付税措置が講じられており、また耐震工事については

緊急防災・減災事業債の活用が可能であること。

2 令和６年度能登半島地震等を踏まえた地域防災
力の強化
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⑸ 消防庁映像共有システムの積極的な活用

消防庁と地方公共団体とで災害現場の映像情報を迅速

に共有できる「消防庁映像共有システム」について、災

害現場にいち早く駆けつける消防団員においても積極的

に活用していただきたいこと。また、同システムの活用

に当たっては、災害時においても適切に操作できるよう

定期的な研修等を実施するとともに、普段からの訓練等

にも取り入れるなどの取組についても積極的に実施して

いただきたいこと。

⑴ 団員の確保に向けた取組

依然として消防団員数は減少が続いている中、消防団

員の更なる確保に向けた取組の参考にしていただくため、

各地域の優良事例を多数取り上げ、消防団の魅力発信を

はじめ、新規団員の確保策や現役団員の負担軽減など、

消防団の充実強化につながる手法を紹介したマニュアル

を作成したところであり、同取組を実施するに当たって

直面する課題等の解決に向けた糸口となるよう、同マ

ニュアルを積極的に活用いただきたいこと。

⑵ 負担軽減等の働き方改革の推進

消防団アプリケーションなどのデジタル技術の活用に

よる事務効率化や操法大会や訓練等の見直し等による消

防団員の負担軽減のほか、フラットに意見を出し合える

雰囲気を醸成することや消防団員への研修等を通じた団

員間の意識改革など、風通しの良い組織づくりを進める

ことが重要である。

特に、団員間の意識改革を進めるには、ハラスメント

等に関する対策を講ずることが、消防団運営や消防団の

イメージアップを図る上で極めて重要であるため、消防

団員間の積極的なコミュニケーションの促進や、ハラス

メントに関する相談窓口の設置等、ハラスメントに係る

通報や相談をしやすい環境づくりに取り組むとともに、

ハラスメント対策に係る研修会等を実施するなど、ハラ

スメントを事前に防止するための対策を講ずるほか、ハ

ラスメントやコンプライアンス違反に係る事案が発生し

た場合には迅速かつ適切に対処いただきたいこと。

⑶ 報酬等の処遇改善

消防団員の報酬等については、令和３年４月に「非常

勤消防団員の報酬等の基準」を策定し、「団員」階級に

ついて標準額を定め、処遇改善を推進してきた結果、令

和６年４月１日現在、「団員」階級の年額報酬において

基準を満たす市町村が約９割となるなど、着実に改善が

図られている。いまだ処遇改善に対応していない市町村

については、早急に条例改正等の必要な対応を行ってい

ただきたいこと。なお、令和６年度からは、「班長」階

3 地域防災力の充実強化に向けた更なる取組

級以上の年額報酬についても、普通交付税措置額を超え

る経費について特別交付税措置が講じられていること。

また、報酬等の団員個人への支給について、基準の趣

旨を逸脱する不適切な取扱いを把握した場合は、早急に

是正するとともに、消防団運営に必要な経費（装備や被

服に係る経費、維持管理費、入団促進や広報に係る経費

等）については、団員個人に直接支給すべき経費と区別

した上で、適切な予算措置を徹底していただきたいこと。

⑷ シニア層の活躍促進

地域防災力を維持するためには、新たな消防団員の確

保だけでなく、既に在籍している消防団員にやりがいを

持って活動していただくことが重要であり、特に高齢化

が進む地方においては、シニア層の活躍も重要である。

このため、長年勤務された消防団員の労苦に報いる「退

職報償金」の勤務年数区分に、新たに「35年以上」区

分を追加することとしたこと。また、令和７年４月１日

付けの改正政令の施行に向けて、地方公共団体におかれ

ては条例の改正を遺漏なく進めていただきたいこと。

⑸ 女性の活躍促進

消防団員の全体数が減少する一方で、女性消防団員数

は令和６年４月１日時点で28,595人と年々増加してお

り、多岐に亘る消防団活動を踏まえると、女性の入団を

更に進める必要がある。

このため、女性が幅広く活躍できる場を用意し、PR

を徹底することにより、女性の更なる入団促進に向け積

極的に取り組んでいただきたいこと。また、女性団員の

幹部登用や休団制度の導入等の消防団運営に関する制度

整備や女性団員確保に向けた積極的な広報だけでなく、

消防団拠点施設内にパーテーション等を設置するなど、

女性の入団促進に資する活動環境整備を進めていただき

たいこと。さらに、消防団拠点施設における女性用トイ

レや更衣室等の設備についても重要であることから、こ

れらの整備も進めていただきたいこと。なお、女性用ト

イレや更衣室の整備については、引き続き「緊急防災・

減災事業債」の活用が可能であること。

⑹ 企業等との連携強化

消防団員に占める被用者の割合が約７割と高まってい

ることを踏まえ、団員確保のためには、企業や業界団体

（以下「企業等」という。）の消防団に対する理解や協

力を得ることが不可欠である。

このため、都道府県及び市町村が密に連携しつつ、企

業等のインセンティブとなるよう、消防団協力事業所に

認定された企業等に対する入札参加資格等の優遇措置な

ど企業等への支援の充実や、企業等への主体的な働きか

け、企業等の従業員等の入団促進や消防団員として活動

しやすい環境づくりなどに取り組んでいただきたいこと。
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⑺ 大学等との連携強化

学生消防団員数は増加傾向であるものの、消防団員に

占める若年層の割合が減少傾向にあるため、将来の担い

手である若年層の入団促進に積極的に取り組むことが重

要である。

このため、学生の入団促進に当たっては、「学生消防

団活動認証制度」の導入及び更なる活用を進めるととも

に、大学等の事務局と連携して入団説明会等を実施する

こと等により、学生消防団員の確保に向けて取り組んで

いただきたいこと。

また、地域における防災力を高めるためには、自らの

安全を守る能力を幼い頃から継続的に育成していくこと

も重要であるため、学校等との連携を図りながら、消防

団員等が参画した防災教育を積極的に行っていただきた

いこと。その際には、保護者や地域住民等が学校運営に

参画するコミュニティ・スクールの活用も積極的に検討

いただきたいこと。

⑻ 郵便局との連携

全国に拠点が存在し、地域社会と密接な関係を有する

などの郵便局の強みを活かす観点から、日本郵便株式会

社と連携した郵便局員の消防団への入団促進等について

も積極的に検討いただきたいこと。また消防庁では、日

本郵便株式会社と連携し、市町村の協力を得て、市町村

主催の郵便局員向けの消防団に関する説明会を実施して

いるため、こうした機会を積極的に活用いただきたいこ

と。

⑼ 自主防災組織等の活性化

今般の能登半島地震では、継続してきた防災訓練が功

を奏し、地区の住民全員が避難し津波から逃れられた事

例があったことから、有事の際に適切に行動できるよう

定期的な防災訓練の実施を働きかけいただきたいこと。

また、防災士等多様な主体と連携した取組や女性の視点

を反映させた取組など、自主防災組織の取組を把握いた

だくとともに、「自主防災組織等活性化推進事業」も活

用し、当該取組を支援いただきたいこと。

消防庁では、消防団を中核とした地域防災力の充実強

化に関する法律（平成26年法律第110号）の趣旨を踏ま

え、各都道府県及び市町村と連携し、地域防災力の充実

強化に向けた様々な取組を実施しているところです。今

後発生が危惧される南海トラフ巨大地震をはじめとする

大規模災害等に備えた消防・防災体制の強化が不可欠で

あるため、引き続き、地域防災力の中核を担う消防団及

び自主防災組織等の更なる充実強化に取り組んでまいり

ますので、各団体においても一層の取組をお願いします。

4 おわりに

通知別添 女性が活動しやすい環境づくりに向けた事例

問合せ先

消防庁国民保護・防災部防災課 地域防災室
TEL：03-5253-7561
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